


巻頭言

「平成17年度保全実態調査結果について」

官庁施設管理官 菊池 豊三

こ の ４ 月 に 官 庁 施 設 管 理 官 を 拝 命 し ま し た 菊 池 で す 。 ど う ぞ よ ろ し く お 願 い し ま す 。

昨 年 度 は 、 官 公 法 の 改 正 、 保 全 基 準 の 制 定 、 保 全 業 務 支 援 シ ス テ ム 稼 働 な ど 保 全 行 政

が 大 幅 に 変 転 し 「 保 全 元 年 」 と も 言 わ れ ま し た 。 今 年 度 は 具 体 的 な 課 題 を 明 確 に し て 、 日 常

の 保 全 業 務 を 適 切 に 実 施 し て 着 実 な 成 果 ・ 保 全 効 果 を 積 み 重 ね て 行 き た い と 思 い ま す 。

さ て 、 保 全 実 態 調 査 は 、 平 成 16年 度 よ り 調 査 対 象 が 原 則 す べ て の 国 家 機 関 の 建 築 物 等

と な り 、 平 成 17年 度 よ り 保 全 業 務 支 援 シ ス テ ム の 機 能 を 利 用 し て 行 っ て お り ま す 。

平 成 17年 度 の 保 全 実 態 調 査 の 結 果 が 、 昨 年 よ り ２ ヶ 月 早 く 、 本 省 よ り 公 表 さ れ ま し た 。

詳 細 に つ き ま し て は 、 本 省 官 庁 営 繕 部 の ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 し て 頂 き た い と 思 い ま す 。

ま た 、 平 成 18年 度 の 保 全 実 態 調 査 は 昨 年 よ り 早 く な り 、 ６ 月 よ り ８ 月 ま で の 期 間 で お 願 い

す る 事 に な り ま し た の で よ ろ し く お 願 い し ま す 。 ま た 、 平 成 17年 度 結 果 の 改 善 点 に つ い て 、

平 成 18年 度 調 査 に 反 映 で き る 項 目 に つ い て は 、 早 急 の 改 善 を よ ろ し く お 願 い し ま す 。

平 成 17年 度 調 査 結 果 よ り 、 保 全 体 制 と 保 全 計 画 書 に つ い て ご 紹 介 さ せ て 頂 き ま す 。

① 施 設 保 全 責 任 者 、 保 全 担 当 者 に つ い て は 図 １ の 様 に

約 半 数 の 施 設 で ま だ 定 め て な く 、 特 に 各 地 方 ブ ロ ッ ク 管

内 の 出 先 事 務 所 な ど で 定 め て お り ま せ ん 。 施 設 保 全 責 任

者 と は 、 各 所 管 施 設 の 保 全 管 理 を 行 う 方 で 、 「 国 家 機 関

の 建 築 物 の 保 全 に 関 す る 基 準 の 実 施 に 係 る 要 領 に つ い

て 」 （ H17.6国 営 管 第 59号 ） に お い て 、 国 の 職 員 か ら 指 名 ・

定 め る こ と と し て お り 、 一 般 的 に は 各 出 先 事 務 所 の 庁 舎

管 理 担 当 の 課 長 さ ん に な り ま す 。 ま た 、 保 全 担 当 者 と は 、 施 設 を 直 接 管 理 し 保 全 業 務 を 実

施 、 あ る い は 委 託 先 に 指 示 し て い る 方 で 、 一 般 的 に は 庁 舎 管 理 担 当 の 係 長 さ ん に な り ま

す 。 保 全 の 実 施 体 制 の 構 築 が 適 正 な 保 全 業 務 の 第 一 歩 に な り ま す の で 、 ま だ 指 名 ・ 定 め て

な い 施 設 に つ き ま し て は 、 早 急 に 定 め て 頂 い て 、 平 成 18年 度 の 保 全 実 態 調 査 に 反 映 を お

願 い し ま す 。

② 保 全 計 画 書 の 作 成 に つ い て は 、 図 ２ の 様 に 67％ で 作 成 さ れ

て な い 結 果 で す 。

今 年 度 の 保 全 計 画 書 の 作 成 は 年 度 当 初 の 今 、 こ の 時 に 作 成

し な け れ ば な り ま せ ん 。 難 し く 考 え な い で 、 昨 年 の 実 施 内 容 を

今 年 度 の 予 定 に 置 き 換 え て 見 て 下 さ い 。

そ し て 昨 年 度 実 施 で き な か っ た 点 検 項 目 の 一 部 を 年 度 後 半

に 予 定 と 記 入 し て 下 さ い 。 毎 年 各 県 単 位 で 開 催 し て い る 地 区 保

全 連 絡 会 議 を 今 年 度 も ８ 月 に 開 催 予 定 で す 。 そ の 時 に 点 検 項 目 と 点 検 方 法 に つ い て 説 明

し ま す の で 、 そ の 後 に 点 検 を 実 施 し て 下 さ い 。 初 年 度 は こ れ で 結 構 で す の で 、 少 し ず つ レ

ベ ル ア ッ プ し て 行 き た い と 思 い ま す 。

さ あ 、 ま だ 作 成 し て な い 保 全 担 当 者 の 皆 さ ん 、 で き る 範 囲 で 結 構 で す の で 、 保 全 計 画 書

の 作 成 に チ ャ レ ン ジ し て み ま せ ん か 。

施 設 保 全 責 任 者 、 保 全 担 当 者 の 皆 さ ん と 二 人 三 脚 で 、 私 た ち の 施 設 を 私 た ち の 手 で 適 切

な 保 全 を 実 施 し て 、 内 外 の 利 用 者 の 皆 さ ん に 喜 ん で 頂 け る 施 設 に し て い き た い と 思 い ま す

の で 、 よ ろ し く お 願 い し ま す 。
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○政府実行計画 

我が国においては、平成１７年２月の京都議定書の発効を踏まえ、地球温暖化対策推進法に基づく京都議定書目

標達成計画が策定されるなど、喫緊の課題である地球温暖化対策への対応が急務であるとともに、国自らがその事

務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置を、率先して実施す

ることが求められています。 
このような状況下にあって、政府の事務及び事業に伴い排出される温室効果ガスの削減目標（平成１８年度までに

平成１３年度比で７％削減）を達成するため、各省各庁毎に、自ら実行する措置を定めた実施計画を定めることとされ、

今まで以上に強力に地球温暖化対策に取組む必要性が生じています。 
  こうした中、官庁施設の運用に伴うＣＯ2 排出量が、政府機関が排出する温室効果ガスの過半をしめることから、特

に率先した削減を求められており、営繕部としては、各省各庁との連携体制の一層の強化を図り、官庁施設のＣＯ2
削減に対して技術的協力を実施しています。  
   
 
○東北地方整備局営繕部による技術的協力 

（１）機関に対する協力  
１）「地球温暖化政府実行計画に関する今後の作業方針」（平成１８年３月１３日地球温暖化対策推進本部幹事

会）「作業方針」により温室効果ガス排出削減計画の作成・公表が義務付けられた庁舎及び各府省管区機関が

入居する庁舎については、要請を受け、計画の作成・推進に関する技術的協力を実施しています。  
２）上記１）以外の庁舎については、「地区保全連絡会議」等において温室効果ガス削減対策等に関する必要な

情報提供、及び各機関等からの相談等については、対応窓口を設置し対応しています。                 
  ３）温室効果ガス排出削減計画 
    上記１）の機関の施設管理者の多大な協力のもと「施設のエネルギー使用」データ（平成１３年～平成１７年）よ

り、平成１８年度までに平成１３年度比で７％削減するために必要な削減値を報告書により各機関へ送付いたし

ました。 
（２）機関に対する具体的な協力内容 

    （図１） 実施体制の確立 
        施設内において環境対策を推進するため、体制を構築し「適切な維持管理」を実施するため環境対策推進

本部の設置が必須になるので、実施体制の事例を説明し確立を要請しました。 

       
  

（図１）　施設内における環境対策推進体制の例

施設管理担当者

○○係長 ○○係長 ○○係長

○○施設環境対策推進本部 ○○施設環境対策推進本部幹事会

進捗状況の点検に係る専門的な検討

基本方針の策定及び対策の推進並びに進捗状況の点検基本方針の策定及び対策の推進並びに進捗状況の点検

○○課長 ○○課長 ○○課長

施設管理責任者



（表１） 設備の施設運用の見直しによる取組み  
         施設内における設備運用の工夫により、省エネルギー化を図る取組みとして、施設管理者において一元的

に実施する施設運用の事例を説明しました。 

 
（表２）入居職員の運用面による取組み 

入居職員各自が省エネルギーに対する自覚を持ち、日常業務の中で取組むことにより省エネルギー化を

図るもので、取組み内容の事例を説明しました。 

 
（表３）温室効果ガス排出削減効果集計 

各機関に対し平成１８年度までに平成１３年度比で７％削減するための各対策毎の削減率及び削減ＣＯ２

量をまとめた温室効果ガス排出削減効果集計表について説明しました。 

   

（表１）設備の施設運用の見直しによる取組み
取組み状況及び 年間Ｃ０２

（実施状況） 見込削減率(%)
空調設備稼働時間の短縮
各期１日当たり３０分の時間短縮を図る
【電気】  各期（夏季、冬季）削減合計       ○○KWh/年
【Ａ重油】  各期削減合計         ○○ ﾘｯﾄﾙ/年
【概算施工額】　　　調整のみ
【概　要】スケジュール制御時間の変更
ウォームビズの推進（20℃設定)
    削減効果【Ａ重油】　○○ﾘｯﾄﾙ/年
クールビズの推進（28℃設定)
　　削減効果【電気】　○○kwh/年
照明に関する取り組み
　　共用部各照明間引き（５０％）他
　　【電気】年間削減計　○○kwh/年
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ運転台数の削減
　　目標：１台停止
　　【電気】年間削減計　○○kwh/年

（○○ｔ）

（○○ｔ）

④

⑤

（○○ｔ）

③ （○○ｔ）

計

No 取　組　み　内　容
H18年度Ｃ０２見

込削減率(%)

① （○○ｔ） －

②

（表２）入居職員の運用面による取組み

① トイレや倉庫の消灯　　　　削減効果　○○kWh/年

② 個別パッケージの使用適正化　　　　削減効果　○○kWh/年

③ 休日及び超勤時の省エネ徹底　　　　削減効果　○○kWh/年

パソコンの未使用時における主電源のＯＦＦ

【留意事項】

・パソコン未使用時における電力消費量○○kW／ｈ　　　　削減効果　○○kWh/年

⑤ 暖房期の電気ストーブ使用禁止　　　　削減効果　○○kWh/年

コーヒーメーカーの省エネ化

【留意事項】

・消費電力量の少ない機種の採用

・器具の平均的な電気使用量　　○○kWh/年・台

冷蔵庫の改善（台数の適正化、更新(省電力化)　）

【留意事項】

・平均的な冷蔵庫の年間電気使用量　　○○kWh/年・台

⑧ 昼休み時の室内照明・ＯＡ機器のＯＦＦ　　　　削減効果　○○kWh/年

⑥

⑦

④

No 取　組　み　内　容
取組み状況及び

(実施状況)

対策名 削減率 削減CO2量（t-CO2）／年

(１)施設に関わるハード対策 ○．○％ △.△t

(２)運用形態の見直しによる取組み ○．○％ △.△t

(３)職員の運用面の取組み ○．○％ △.△t

合　　　計 ○．○％ △.△t

（表３）温室効果ガス排出削減効果集計（対１３年度比）
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　保全業務支援システム（ＢＩＭＭＳ－Ｎ）を活用して、国家機関の建築物を対象とした「保全実態調査」を実施
することにより、その調査結果からレーダーチャートやベンチマーク等での分析、診断が可能となります。

■施設保全状況診断書 ・・・保全実態調査票の回答をもとに、所管する施設の調査項目毎、保全状況の達成
率及び同一のグループにおける達成率の平均を見ることができます。また、事故・故障件数、維持管理費及び
光熱水費について、同一のグループにおける施設の平均値との比較を見ることもできます。

■ベンチマークライン分析シート ・・・所管する施設をベンチマークすることにより、各施設管理者は、保全経費
及び光熱水費等の適正化のための傾向分析と各施設の位置付けを把握することができます。
　 また、経年の変化を分析し、毎月の異常値を把握することにより、早期対策が可能です。



　　

 
 　　官庁施設保全連絡会議開催日程及び開催地

　　　地区名　　　開催日　　　　　 開催地　　　　　会場名
　
　○宮城会場　 8月  2日（水）　 仙台市　　仙台第3合同庁舎

　○福島会場 　8月  3日（木）　 福島市　　コラッセふくしま

　○秋田会場　 8月 24日（木）　 秋田市　 秋田県青少年交流センター

  ○岩手会場　 8月 25日（金）　 盛岡市　 マリオス 盛岡地域交流センター
　
　○山形会場　 8月 29日（火）　 山形市 　遊学館 山形県生涯学習センター

　○青森会場　 8月 31日（木）　 青森市    ラ・プラス青い森

官庁施設地区保全連絡会議のお知らせ

平成１８年度

　東北地方整備局営繕部では、今年度も各県毎に「官庁施設地区保全連絡会
議」を下記のとおり開催いたします。
　この会議は、我々と施設を管理されている皆様方が、コミニュケーションを図る
良い機会でもありますので、どうぞご参加頂き生の声をお聞かせ下さい。
　昨年同様、８月の暑い時期での開催となり大変恐縮ですが、どうぞ宜しくお願
いいたします。

　昨年度から国家機関の施設を対象に実施したインターネット上での「保全業務支援システムによる保全実
態調査」にご協力頂き、誠に有り難うございます。
　今年度も引き続きご協力を頂いているところですが、昨年度よりも入力時期が約２ヶ月早まり、今年度の入
力期間は６月１日から８月３１日まで の３ヶ月間ですので、８月中にデータ入力を済まされるようお願い申し
上げます。また、それに伴い、６月５日、仙台第２合同庁舎にて保全実態調査入力説明会を行い、具体的な
入力方法等を説明いたしました。



 
 

突然ですが、昨今のペーパーレス化への流れもあり、印刷版「保全ニュースとうほく」の単

独での発行は今回の５７号までとなります。 
平成２年１２月５日に創刊号が発行されてから約１６年間、皆様方にご愛読頂きまして誠に

有り難うございました。 
今後は、現在発行されている「営繕とうほく」（年６回隔月発行）に合本となり、その中に

「保全ニュースとうほく」の主な記事を数ページ盛り込み、補足的な内容につきましてはイン

ターネット版「保全ニュースとうほく」にて情報提供する予定ですので、引き続きご愛読お願

い申し上げます。 
なお、「営繕とうほく」への「保全ニュースとうほく」の合本につきましては、平成１８年

１０月発行予定の「営繕とうほく」１０１号からの掲載を考えております。 
これまで以上に質の高い情報提供を目指していきたいと思いますので、今後は「営繕とうほ

く」とインターネット版「保全ニュースとうほく」をどうぞ宜しくお願い致します。 
 

 

    

    
 

 
 

 地球温暖化対策の一環として、各省各庁にて省エネ等に対する取組みが強化されていること

と思います。 
これから暑くなる季節となりますが、クールビズを研究して暑さを乗り切っていきましょう。 

保全ニュースとうほくを合本

営繕とうほく

goo 等の検索サイトで 
「保全ニュース」にて 
ヒットします。 

インターネット版 
保全ニュースとうほく

を充実 




